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ようになってきたにすぎない。2018 年 6 月、「国連海洋会議（The UN Ocean 





Convention on the Protection of the Underwater Cultural Heritage、以下、ユ









国連海洋法条約（1982 年に採択、1994 年に発効、United Nations Convention on 

















文物保護管理条例」（1989 年 10 月 20 日中華人民共和国文物国務院第 42 号、2011
年に改正、以下、「1989 年条例」）の制定後、水中文化遺産保護に関する調査およ















































































以上 4 つの用語の定義を含む広範な定義とすることにする。 
 
第 3 節 先行研究と研究方法 
1．先行研究 













者 Graig J. S. Forrest は、人類共同財産の視点から、水中文化遺産の定義および
重要性を主張した。以上の研究は、ユネスコ条約の内容、評価、海事法および UNCLOS















































































 研究方法は、図のように 3 つに分類できる。 
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前文と 35 条から成っており、他に 36 規則から成る附属書「水中文化遺産を対象
とする活動に関する規則」が添付されている。ユネスコ条約は 2009 年に発効し、
2020 年 3 月現在、63 ヵ国が批准している 1。2019 年 10 月 25 日スイスが批准し、
近くオランダとオーストラリアも加盟するといわれる。東アジアでは、カンボジ
アのみが批准している。2019 年には、同条約発効から 10 周年となって、同条約の
















第 1 節 国連海洋法条約から水中文化遺産保護条約へ 
1. 国連海洋法条約起草の際に沈没船および遺物に関する議論 
UNCLOS は、1958 年から 3 次国連海洋法会議を経て、1982 年 4 月に採択され、1994
14 
 
年 11 月に発効した。海洋の法的秩序の根幹を成すこの条約は、2019 年 10 月 25 日
現在 168 ヵ国が締約国となっており、海洋の利用および開発と、その規制に関す
る国際法上の権利義務関係を定め、「海の憲法」とも称せられる。日本は、1983 年
2 月に署名、1996 年 6 月に批准し、条約は同年 7 月 20 日（国民の祝日「海の日」）



































条および 303 条に概略が置かれるのみとなった 13。 
 












303 条 1 いずれの国も、海洋において発見された考古学上の又は歴史的な特質を有
する物を保護する義務を有し、このために協力する。  


















次に、第 303 条第 1 項により、各批准国が海洋において発見された考古学上の
または歴史的な特質を有する物を保護する義務があり、このために協力する。し
かし、同条は一般規定に属し、その性質から具体的な義務や協力の内容は専ら沿
















































された。2001 年のユネスコ第 31 回総会においても、事務局長が水中文化遺産に関
してユネスコが条約を作成する際、欧州評議会が重要な役割を果たしたと評価し































































れたことである（10 条 6 項）。ゆえにユネスコ条約は、トレジャー・ハンターに対













2 条 7 項 水中文化遺産は、商業的に利用されてはならない。  

























2 条 5 項 水中文化遺産の原位置保存は、当該水中文化遺産を対象とするあらゆる活動を
許可し又は行う前の第一の選択肢とする。 






































































一致（in full conformity with）するもの「とすべき」という決議を行った 40。そ
れにもかかわらず、2001 年に採択された「ユネスコ条約」は、とりわけ国家管轄
権の中でも最も強い発現形態をもつ刑事管轄権を認めたことから、これを良しと










「対等者間に支配権なし（par in parem non habet imperium）」なる法諺に表現され
る原理を根拠とすることが一般的である 43。UNCLOS は、軍艦および非商業的目的の






の権利を修正するものと解してはならない（2 条 8 項）。いかなる締約国も、旗国
の同意なく、深海底における国の船舶および航空機を対象とした活動を実施また
は許可してはならない（12 条 7 項）。EEZ および大陸棚における国の船舶および航
空機を対象とする活動については、2 および 4 の規定が適用される場合を除く他、








































































 接続水域（contiguous zone）は、沿岸国が基線から 24 海里以下で設定しうる、








制度については消極的な姿勢だったが 52、1996 年に UNCLOS33 条を機に、「領海法」
の一部を改正して直線基線を採用するとともに、接続水域を設定した 53。接続水域










る。UNCLOS303 条 2 項に比してユネスコ条約 8 条では、当該水中文化遺産に関係す
る物の持ち去りとなるまたはその可能性ある活動が対象とされる 55。また、ユネス
コ条約における EEZ および大陸棚の制度に比して、接続水域に関する UNCLOS303
条 2 項の規定は、ユネスコ条約採択以降の国家実行を通じて、当該規定がユネス
コ条約 8 条に継承されるに至って、国際慣習法となったと考えられると述べた 56。




















EEZ の海底にも求められる時代はそう遠くないと思われる 58。 
 
3．調整国および協議国制度の実効性 
ユネスコ条約の 3 つの柱をまとめると、「水中文化遺産の定義（100 年基準）」、
「実質的な沿岸国管轄権の拡大」および「商業的取引（海事法適用）の禁止」で
ある。沿岸国の規定について、UNCLOS は、接続水域および深海底に「考古学上の
又は歴史的特質を有する物」に対する規制を設けた（149 条、303 条 2 項）。しか
し、沈没船などを回収するサルベージ業界は、救助回収法と発見拾得法の下で活
動してきたことから（UNCLOS303 条 3 項）、現実的には 24 海里を越える海域におい
ては、既存の法制度では水中文化遺産の保護はなしえなかった 59。 







10 条 3 項）、沿岸国は原則として協議の調整国となり、協議国が同意する保護措置















とする活動（1 条 6 項）を規制することが求められる 61。 
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第 1 節 中国における水中文化遺産保護の概況 
1．水中文化遺産保護 30 年 





























































北海センター 武漢センター  寧波センター  福建センター 南海センター 
 
1987 年 3 月、中国文物局をはじめ、海洋局、交通部、外交部、国家科学委員会、
海軍および中国人民解放軍総参謀部などの 11 の関連部門が連携し、国家水下考古




























































権益を守るため、「中華人民共和国海上交通安全法」は 1983 年 9 月 2 日に制定さ




















































位法として 2002 年に改正された。2002〜2011 年の間に「1989 年条例」との関係
で「文物保護法」の 29、30 および 31 条が改正されたため、「1989 年条例」には根
拠となる法の欠缺状態が生じた。この問題を解決すべく、2011 年 1 月に「国務院
による一部の行政法規の廃止と改正に関する決定」（国務院令 588 号）106 条によ
って、「1989 年条例」10 条 1 項にいう「『文物保護法』29 条の規定に適合する」と
いう規定から「29 条」の文言が削除され、「1989 年条例」10 条 2 項「『文物保護法』





































































































いう 3 つの観点から異なるといえる 27。（1）時間的基準につき、ユネスコ条約は、
沈没後 100 年経過したあらゆる人間存在の痕跡を水中文化遺産に含めているため、
その対象範囲は時間の経過につれてより将来的な遺物も含むこととなる 28。これに




















































つき、2 つの疑問がある。その 1 つは、「中国が管轄権を有する海域」の範囲につ

















































































































がなされ、「1989 年条例」の改正草案が準備された。その後、司法部は 2019 年 3
月 19 日から 2018 年「1989 年条例」改正草案のパブリック・コメントを再募集し






大幅に調整および修正した。全 17 条（「1989 年条例」は 13 条）で、保留が 2、改


































































または税関が関連法規に基づき処罰し、「1989 年条例」7 条 2 項および 11 条の規
定に違反した場合には、県級以上の人民政府文物行政部門が対応措置を命じ、重
大な結果をもたらした場合、個人に対し 1 万元以上 5 万元以下の罰金を科し、法





























































































 領海は、国家の沿岸から 12 海里の幅員をもつ帯状の海域で、沿岸国の領域の一
部として主権が及ぶ 73。領海は領土と自然かつ不可分の従物であり、その法的地位
は領土の得喪に附随する 74。したがって、領海には沿岸国の主権が及ぶことになる







































第 6 節 小括 
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の海域を有する台湾が、ユネスコ条約に即した「2015 年保護法」を 2015 年 12 月







第 1 節 台湾における水中文化遺産保護の発展と現状 
1.台湾における水中文化遺産保護の発展 
台湾の水中考古学は 1985 年の台湾国立博物館調査に実施された「将軍一号」沈
没船の調査から始まり、その後、台湾国立歴史博物館は 1995 年、1996 年および
63 
 




























年から、同計画はまた第 3 段階を実行し続け、4 年後に 2016 年 12 月 31 日まで終
64 
 
了した。2017 年 1 月 1 日から、この計画は第 4 段階に入り、本来は 3 年間実行予










沈没船などの遺跡は 11 ヵ所と確認された。その中に清代中国船 4 隻、19 世紀イギ
リス船 1 隻、日本船 5 隻、および後期更新世の動物化石 1 ヵ所、6 ヵ所が既に登録、


















































くの沈没船遺跡が存在する海域の 1 つとされている 15。 
 
図 3 東沙諸島位置図  
 
出典 邱文彦「東沙海域古沈船遺跡之調査研究」（財団法人海洋台湾文教基金会、















1982 年に台湾は「文化資産保存法」（以下、文資法。2000 年、2005 年、2016 年
改訂）を制定した。同法は、陸の文化遺産の保護を旨として、その内容は全く水
中文化遺産に触れていない。唯一の例外は、第 17 条と第 32 条である。第 17 条と
32 条はそれぞれ、水中に沈没した「無主古物」と「無主古跡」は台湾に所有する
ことを規定している。2005 年に「文資法」が改訂された後、7 条と 32 条は削除さ




遺産に関する全てのことが「2015 年保存法」に規定されるため、第 46 条も削除さ
れた。 










湾の「環境影響評価法」は 1994 年 12 月 30 日に公布され、この法律の趣旨は開発
活動の中で環境に対するマイナス影響を阻止し、緩和し、環境保護の目的を実現




































利帰属及び国際協力」で 15 条から 21 条まで、異なる海域にある水中文化遺産に
関する台湾の権利および義務、および積極的に国際協力を展開するなどの内容を
規定している。第 3 章は「水中文化資産活動を目標とする活動」で 22 条から 26
条まで、水中文化資産に関する活動に対し、より具体的な内容を規定している。
第 4 章は「水下文化資産の現地保存」で 27 条から 33 条まで、水下文化資産の現
地保護をいかに行うかにつき詳細に規定している。第 5 章は「発掘出水」で 34 条
から 36 条まで、水下文化資産はいつ、またどのように発掘するかを詳細に規定し
ている。第 6 章は「罰則」で 37 条から 40 条まで、水中文化遺産に対する盗取、



































































































































ユネスコ条約 2 条 9 項は「締約国は、海洋に存在するあらゆる人間の遺骸に対
して適切な考慮が払われることを確保する。」と規定する。また、同条約附属書 5
条「水中文化遺産の開発活動は、人類の遺骸や歴史の古い遺跡を必要なく干渉す












及び保護のために奨励される」と規定する。どう条約附属書規則 7 および 8 も同
様の趣旨を規定している。公衆への公開を奨励し、水中文化遺産への国際協力を
促し、水中文化遺産の発展を促進する趣旨である。したがって、「2015 年保存法」
































表 2 水中文化遺産の権利帰属 








































































































技術指導」合計 10 の細則である。施行規則または細則は「2015 年保存法」の関連
条例を補足、細分化し、同法の全体性と完備性を高めた。 
 
第 4 節 小括 
これまでみてみた「2015 年保存法」の条文の立法理由を推測してみると、全文
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あ わ づ こ て い い せ き
 






































































































出典 林原利明 「日本における埋蔵文化財保護行政と水中文化遺産」 







見に関する規定」及びその特別法たる「遺失物法」（1899 年法律 87 号、最終改正






















あっては社会教育課または文化課などが担当する 13。2012 年 10 月 1 日現在、47 都
道府県で全国に 1,791 の市町村がある。それらの数は、合併前は、3,300 位あった。























































































































































































































した『水中文化遺産を対象とする活動のためのてびき』（Manual for Activities 
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第 45 号（2016 年）97 頁。 
25 中田達也「水中文化遺産と国際法－日本国内法への示唆－」地域文化学会会報
第 24 号（2010 年）4 頁。 
95 
 






























































遣唐使の派遣は不規則なものであった。平均して 10 年に 1 回、長期的かつ継続
的に行われた。初期の派遣は 100 人程度、1 隻または 2 隻の帆船のみであったが、



















まで 2 年半も要することがあったとされる。 













































































した。748 年の第 5 回渡日では、東シナ海で暴風雨に遭い、約 2 週間漂流し、振州
（海南省三亜）に漂着した。そこで 1 年間滞在し、陸路で揚州に戻った。5 回の失
敗を経て、753 年、老齢と苦労ゆえに視力を失った鑑真であったが、遣唐使の帰国

















































が台頭してくると、オランダのグロティウス（Hugo Grotius）が 1609 年に『自由
海論』（MARE LIBRUM）において、海洋が全ての人類にとって自由なものであり、
いかなる者も領有しえないことを主張した。他方、イギリスのセルデン（J. Selden）






ろに尽くる」（ terrae dominium finitur ubi finitur armorum vis）とし、武力の終ると
ころは即ち大砲が届く範囲であるとして、当時の大砲が約 3 海里まで届いたこと























































最大 325 海里であり、400 海里未満であることから境界画定問題が生ずる。実際、
2004 年 5 月、中国は、日本が主張する大陸棚境界線である日中中間線に近接した
白樺（春暁）油ガス田を開発したとの報道を機に、当該海域の天然資源開発問題
を巡って両国は激しく対立している。 















































の国々が 200 海里漁業水域を設定し、日本も 1977 年に「漁業水域に関する暫定措




整が必要であった。後の 1996 年に、日中両国は UNCLOS に加盟したことを機に、
漁業協定締結のための協議を行い、1997 年に「漁業に関する日本国と中華人民共








































































第 3 節 東シナ海における水中文化遺産保護の課題 






































次に、303 条 1 項の規定は全ての国が対象であり、これは遣唐使船と関連遺物が
発見された場合、日中両国にも課される義務となる。しかし、同条は一般規定に
属し、その性質から具体的な義務や協力の内容は専ら沿岸国の裁量に委ねられる。 
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第 7 章 南シナ海における水中文化遺産保護の現状と課題 





シナ海には、過去 2000 年の間に様々な沈没船が少なくも 2,000 隻は海底に眠って
いると推測される 1。しかし、南シナ海の水中文化遺産保護につき、窃盗や宝探し
で多数の場所が荒らされることや水中文化遺産の所有権をめぐる国際的紛争など




























図 6 南シナ海 
 
  

















































の生活遺跡は貴重な実物資料であり、2006 年に第 6 批全国重点文物保護単位に認
定された 8。調査によって石碑は 4 つ発見され、北島に 2 つ、永興島に 2 つ分布す
ることがわかっている。前者は「视察纪念 大清光绪廿八」および「视察纪念 大
清光绪二十八年」と書かれている 9。後者のうち 1 つは、1921 年に国民政府が視察
の際に造ったもので、もう 1 つは 1946 年 11 月 24 日、国民政府が西沙諸島を回復
する際に建立したものである。それぞれ「南海屛藩」および「海军收复西沙群岛
纪念碑」という碑文である。これは、中国政府が南シナ海を有効的管理する歴史
的事実の証拠となる 10。また、最近の調査としては、2012 年 7 月に 12 ヵ所の海底
遺跡が新たに発見された。また、南海諸島の考古発掘調査では、水中遺跡約 50 ヵ
所および沈没船約 20 ヵ所の存在が明らかになった 11。なかでも、南海Ⅰ号と華光
礁Ⅰ号の発掘調査は世界的にも注目された。こうした水中文化遺産の保護および






1987 年 8 月、中国交通部広州救撈局とイギリスが共同して、広東省南海川山島
付近で外国沈没船を探索していたところ、海底で古代沈没船を発見した。その沈
没船から中国の陶磁器を中心に銅器や鉄器など、計 247 点の貴重な遺品が引き上




名づけた 13。同船は約 800 年前に沈没しており、長い歳月や海水の浸食によって、
船体がかなり劣化している。2002 年、中国の各分野の専門家らは、南海Ⅰ号に対
する埋蔵状況、複雑な海底環境および海水の透明度の低さなどの問題を研究し、
南海Ⅰ号自体を引き揚げて博物館に移動させることが提案された。2007 年 12 月、
南海Ⅰ号が海底から一括して引き揚げられ、南海Ⅰ号のため建設された広東省海
上シルクロード博物館に搬入された 14。2016 年 1 月 5 日まで、南海Ⅰ号から 14,000












度目の調査によって、511 枚の船板が発見され、同船は長さ約 20ｍ、幅約 6ｍおよ





された。2014 年 7 月 1 日から 7 月 4 日まで、東京で「海の彼方―西沙華光礁Ⅰ号
特別展」が開催された。この時、海南省博物館陳列部主任である章佩嵐氏が、華
























ダーマルセン号から中国の陶磁器 23.9 万点、125 の金のインゴット、東インド会

























と考えたハッチャーは、100 万点のうち 60 万点を故意に砕いた。残された 30 万点
の陶磁器がドイツに搬送された。その後、泰興号の陶磁器がドイツのオークショ























黄岩島は、フィリンピンのルソン島の西 124 海里、中国広州から南東 300 海里
にある環礁である。2012 年 4 月 10 日、ルソン島の西の浅瀬で操業していた中国漁
船 8隻をめぐって、フィリピン海軍の艦船と中国の監視船がにらみ合いとなった 28。
その後、黄岩島海域にはフィリンピンの各種の船舶が 20 隻となって、同年 4 月 15
日、フィリンピンの考古船 1 隻が、黄岩島海域に入って引き揚げ作業を行った。
同月 16 日に、マニラでは中国総領事館前で中国の領海侵犯に抗議するデモが続い











事ほか 4 名から成る臨時仲裁裁判所が設置され、約 3 年に亘って手続きが進めら
れた。 
2014 年 6 月、フィリピン外務省は「仲裁手続きに応じないという決定を見直す
よう、中国に働きかけてゆく」との声明を出した。これに対し、2014 年 12 月 7 日、
中国外交部は「フィリピン共和国の提起した南中国海仲裁裁判の管轄権問題に関
する中華人民共和国政府の立場文書」を公表した。その内容は次の通りである。







際法上の根拠があると主張した 29。そして、2015 年 10 月 29 日、仲裁裁判所は管轄
権と受理可能性の問題について、フィリピンが付託した中国との紛争につき、フ
ィリピンが申立てた 15 項目のうち 7 項目について裁判所は管轄権をもつことから
審理を継続するとした 30。中国はこの裁判所の判断を受け入れず、参加しない立場













UNCLOS 上の「島」はなく、中国は EEZ を主張できない。③中国がスカボロー礁で
フィリピン漁民を締め出したのは国際法違反である。④ミスチーフ礁とセカン
ド・トーマス礁はフィリンピンの EEZ 内にある。⑤中国が南沙諸島で人工島を建
設することは UNCLOS の海洋環境の保護義務に違反する 33。 
 
表 3 フィリピンの主な訴えと仲裁裁判の裁定＊ 
 フィリッピンの主な訴え 今回の判決 













⑦ ジョンソン南礁、クアテロン礁およびファイアリー・クロス礁では EEZ お
よび大陸棚は生じない 
比の主張認める 
⑧ 中国は、フィリピンの EEZ や大陸棚での主権行使を違法に妨害 比の主張認める 









⑫ 中国が、ミスチーフ礁を占拠し建設工事を実施しているのは条約違反 比の主張認める 






⑮ 中国は、条約におけるフィリピンの権利および自由を尊重すべき 比の主張認める 





















































「天下総興図」、1767 年の「大淸万年一統天下図」など） 35。 
 
第 3 節 歴史的権利と水中文化遺産 
1．南シナ海仲裁裁定に関する歴史的権利 










































海を支配する」（the land dominates the sea）という原則に則り、沿岸基線から
200 海里までの海域、または大陸棚における生物および非生物資源に対する主権的




























































































的』（ ipso facto et ab initio）権利の存在に基づく 60」と判示している。また、海洋法










仲裁裁判所は、中国が UNCLOS を批准し、これが発効した 1996 年に、九段線に
よる生物資源および非生物資源に対する主権的権利が廃止されたと判断した根拠
として、条約法条約 30 条 3 項 65および UNCLOS311 条ならびに 293 条を援用した。
しかし、他の条約および国際協定との関係を明確に言及した UNCLOS311 条が、同
条約と歴史的権利との関連性に適用された根拠に関する説明はなされていない。




















ある。この点、仲裁裁判所は、2009 年以降の 4 つの事例をあげて、南シナ海にお
ける中国の歴史的権利を判断したため、依然として全貌を把握できないままであ







































よび同年 4 月の中国（海南）南海博物館開館などがあげられる。 

































のである 72。さらに、日本外交学者ウェブサイトによって、2015 年 4 月に中国考古
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第 8 章 海のシルクロードと水中文化遺産 





































図 7 中国の「一帯一路」構想（海と陸のシルクロード） 
 
出典：福井孝敏「一帯一路とアジア・日本」環日本海経済ジャーナル No.98(2018










は約 44 億人、経済規模（GDP）は約 20 兆ドルで世界の 29％を占める 5。世界銀行
147 
 
の試算では、2014 年～2010 年の 7 年間で、一帯一路の沿岸国のインフラ需要は
6,360 億ドルと試算されている 6。また、一帯一路は、中国の第 13 次 5 ヵ年計画（2016
～2020 年）でも重要な国家戦略の 1 つとして位置づけられた 7。 
この構想が提唱されて以降、一帯一路の主要施策には一定の進展がみられる。
その実現に向けて、2015 年 2 月には国家発展改革委員会のもと、「一帯一路」の総













































んでおり、このことについては、本節 2 にて詳述する。 
 
2．海のシルクロードと水中文化遺産 
上述の海のシルクロードにつき、2016 年 9 月、中国国家文物局は、泉州や広東













































system または tribute system とは、一般に朝貢体制、朝貢制度および朝貢シス
テムという 3 つの訳語がある。本節では朝貢体制の訳語をとる。朝貢体制とは、





























































































































































保太監または三寶太監という 30。鄭和が永楽帝の命を受け、1405 年から 1433 年の




（Christopher Columbus 1451～1506 年）以前にアメリカ大陸に到達したとい
う仮説も生まれた 31。 




















































第 3 節 ゲェンティリスの学説と現代海洋法秩序 
1．『スペイン擁護論』（Hispaninae Advocationis Libri Dvo） 













た。最も著名な作品は、『外交使説論（De legationibus libri tres）』（1585 年）、『戦
争法論（De iure belli libri tres）』（1598 年）、『スペイン擁護論（Advocationis hispanicae 
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化財の不法な輸入、輸出及び所有権移転を禁止し及び防止する手段に関する条約（1970 年 11 月
14 日）、世界の文化遺産及び自然遺産の保護に関する条約（1972 年 11 月 16 日）並びに海洋法に




て、この問題が国際条約の対象となるべきことを決定して、この条約を 2001 年 11 月 2 日に採択
する。 
 








































































































第９条 排他的経済水域及び大陸棚における報告及び通報  












３ 締約国は、１の規定に従って自国に報告された発見または活動を事務局長に通報する。 ４ 事
務局長は、３の規定に従って通報された情報をすべての締約国が速やかに利用することができる
ようにする。 






１ EEZ または大陸棚に存在する水中文化遺産を対象とする活動については、この 条の規定に従
う場合を除くほか、いかなる許可も与えてはならない。 



























































































































































































































































































































































































































































































Thijs J. Maarleveld, Ulrike Guérin, Barbara Egger, MANUAL FOR ACTIVITIES DIRECTED AT 
UNDERWATER CULTURAL HERITAGE (UNESCO, 2013). 






<付録 2>     水中文化遺産保護条約の締約国（2020 年 3 月現在） 
States   Date of deposit of instrument Type of instrument 
Albania 19/03/2009 Ratification 
Algeria 26/02/2015 Ratification 
Antigua and Barbuda 25/04/2013 Ratification 
Argentina 19/07/2010 Ratification 
Bahrain 07/03/2014 Ratification 
Barbados 02/10/2008 Acceptance 
Belgium 05/08/2013 Ratification 
Benin 04/08/2011 Ratification 
Bolivia (Plurinational State of) 24/02/2017 Ratification 
Bosnia and Herzegovina 22/04/2009 Ratification 
Bulgaria 06/10/2003 Ratification 
Cabo Verde 26/03/2019 Ratification 
Cambodia 24/11/2007 Ratification 
Costa Rica 27/04/2018 Ratification 
Croatia 01/12/2004 Ratification 
Cuba 26/05/2008 Ratification 
Democratic Republic of the Congo 28/09/2010 Ratification 
Ecuador 01/12/2006 Ratification 
Egypt 30/08/2017 Ratification 
France 07/02/2013 Ratification 
Gabon 01/02/2010 Acceptance 
Ghana 20/01/2016 Ratification 
Grenada 15/01/2009 Ratification 
Guatemala 03/11/2015 Ratification 
Guinea-Bissau 07/03/2016 Acceptance 
Guyana 28/04/2014 Ratification 
Haiti 09/11/2009 Ratification 
Honduras 23/07/2010 Ratification 
Hungary 19/03/2014 Ratification 
Iran (Islamic Republic of) 16/06/2009 Ratification 
Italy 08/01/2010 Ratification 
Jamaica 09/08/2011 Ratification 
Jordan 02/12/2009 Ratification 
Kuwait 30/05/2017 Ratification 
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Lebanon 08/01/2007 Acceptance 
Libya 23/06/2005 Ratification 
Lithuania 12/06/2006 Ratification 
Madagascar 19/01/2015 Ratification 
Mexico 05/07/2006 Ratification 
Micronesia (Federated States of) 19/04/2018 Ratification 
Montenegro 18/07/2008 Ratification 
Morocco 20/06/2011 Ratification 
Namibia 09/03/2011 Ratification 
Nigeria 21/10/2005 Ratification 
Niue 15/11/2019 Acceptance 
Palestine 08/12/2011 Ratification 
Panama 20/05/2003 Ratification 
Paraguay 07/09/2006 Ratification 
Portugal 21/09/2006 Ratification 
Romania 31/07/2007 Acceptance 
Saint Kitts and Nevis 03/12/2009 Ratification 
Saint Lucia 01/02/2007 Ratification 
Saint Vincent and the Grenadines 08/11/2010 Ratification 
Saudi Arabia 13/11/2015 Ratification 
Slovakia 11/03/2009 Ratification 
Slovenia 18/09/2008 Ratification 
South Africa 12/05/2015 Acceptance 
Spain 06/06/2005 Ratification 
Switzerland 25/10/2019 Ratification 
Togo 07/06/2013 Ratification 
Trinidad and Tobago 27/07/2010 Ratification 
Tunisia 15/01/2009 Ratification 
Ukraine 27/12/2006 Ratification 
 
ユネスコ条約は、第 27 条に基づき、20 ヵ国の批准の後、3 ヵ月後に発効するものとす











































































































































































































 本条例の第 7 条２項、第１１条の規定に違反した場合、県級以上の人民政府文物行政部
門が是正を命じられる。また結果として被害が生じた場合、個人に対して 1 万元以上 5 万































































































































































































































































































































































第４１条 第３７条、第３９条または前条の各行為の 1 つに該当し、水下文化資産に損害
を与えた場合、主管機関は民法およびその他の関連法令の規定により各当該条項に規定す
る責任者に損害賠償を請求する。その他の海域の活動による水下文化資産を損害する者も
同様である。 
 前項の損害賠償の範囲は、損害、損失利益及び原状回復に必要な各費用を含む。 
 
第４２条 水下文化資産の保存、修復、保護、管理、人材育成及び教育宣伝活動に貢献し、
または各種類の水下文化資産活動を許可された実績者に対して、主管機関は奨励または補
助を与える。 
前項の奨励または補助の範囲、方法、内容、基準その他の関連事項の方法は、主管機関に
定められる。 
 
第４３条 本法施行細則は主管機関がこれを定める。 
 
第４４条 本法は公布の日から施行する。 
 
 
